
1平成18年度における老人保健事業の実施について   

1－1  保健事業実施要領の主な改正事項（案）  

【留意事項】この資料については、実施要領の中で改正を予定している事項のうち、重要となる  

主な事項を整理したものであるので、その旨ご留意されたい（文言修正等の軽微な改  

正は除いて整理）。  

「／‾′‾′‾／‾／‾／‾／  

【主な改正点】   

① 健康教育、健康相談、機能訓練、訪問指導等の対象年齢の変更   

② 健康手帳の様式の変更   

③ 介護家族健康教育、介護家族健康相談、機能訓練B型について、介護  

予防・地域支え合い事業の国庫補助を廃止することに伴う実施要領から  

の削除   

④ 基本健康診査に生活機能評価に関する項目を追加することに伴う目的、  

様式等の必要な事項の変更   

⑤ 健康度評価のための質問票（B票）の様式の変更  
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事業の種類   変更する内容等   

第1 共通的事項   ◇ 健康教育、健康相談、機能訓練及び訪問指導等について、  

介護予防事業の対象となる65歳以上の者については、老  

人保健法第22条の規定に基づき、事業を実施しないこと  

とする趣旨を追加   

第2 健康手帳の交付   ◇ 目的に「介護予防事業との連携に関すること」を追加  

◇ 交付の対象に「介護予防事業の参加者」を追加  

◇ 様式に「生活機能評価に関する項目に係るページ」を追  

加（様式のイメージについては別紙参照）   

第3 健康教育  

□ ：○個別健康教育  （65歳以上の者については実施しない）   

ロ ：○集団健康教育 ロ   （65歳以上の者については実施しない）   

ロ ：○介護家族健康教育 ロ  ◇ 要領から削除  

（→ 介護予防・地域支え合い事業の廃止に伴う措置）  

※ 本事業については改正後の介護保険法第115条の  

の38第2項第2号に規定する「要介護被保険者を現  
に介護する者の支援のため必要な事業」と市町村が判  

断する場合は、地域支援事業における任意事業におい  

て実施が可能。   

第4 健康相談  

（65歳以上の者については実施しない）   □ ：○重点健康相談  

：○介護家族健康相談   ◇ 要領から削除  

※ 本事業については改正後の介護保険法第115条の  

の38第2項第2号に規定する「要介護被保険者を現  
に介護する者の支援のため必要な事業」と市町村が判  

断する場合は、地域支援事業における任意事業におい  

て実施が可能。  
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□ ：○基本健康診査  ◇ 基本健診の目的に、高齢者が介護を要する状態となるこ  

：◇基本健康診査  とを予防し、自立を支援するという趣旨を追加  
；◇訪問基本健康診査  ◇ 65歳以上の者に対する「生活機能評価に関する項目」  

：◇介護家族訪問基本健康診査  を追加  

・問診に生活機能に関する項目を追加  

（項目は「基本チェックリスト」を使用）  

・理学的検査に「口腔内の視診」、「関節の触診」及び  

「反復唾液喋下テスト」を追加  

・血清アルブミン検査を追加  

◇ 生活機能評価に関する判定区分を追加  
◇ 年間を通じた健診体制を整備  

周疾患検診  （変更なし）  

粗転症検診  （変更なし）  

康度評価  

舌習慣病の予防   （変更なし）  

護を要する状態等の予防  ◇ 65歳以上の者については実施しない  

〔 る ※夏雲雪空更芸忘霊妄言習羞詣芸芸…戸受けられ〕  
◇ 健康度評価のための質問票（B票）について様式を変更  

→ 内容を「基本チェックリスト」の内容に変更  

炎ウイルス検診  （変更なし）  

○ 受診指導  （変更なし）   

第6 機能訓練  

型〔基本型〕  （65歳以上の者については実施しない）  

O B型〔地域参加型〕  ○ 要領から削除  

（→ 介護予防・地域支え合い事業の廃止に伴う措置）  

※ 本事業について、平成17年度まで「介護予防・地  

域支え合い事業」の「転倒骨折予防教室」と一体的に  
実施しているものについては、事業内容に応じ、地域  

支援事業における介護予防事業又は任意事業として適  

当と市町村が認める場合は、これらの事業として実施  
が可能。   

第7 訪問指導  （65歳以上の者については実施しない）   

（注）「機能訓練B型」については、「老人保健福祉計画」に事業量の目標を盛り込むことは不要とな   

るので、ご留意願いたい。  
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1－2   保健事業平成18年度計画（案）  

第一 保健事業平成18年度計画の基本的考え方  

1保健事業平成18年度計画（以下「平成18年度計画」という。）は、平成18年   

度における保健事業の基本指針及び全国的総事業量に関する厚生労働省の考え方を  

示すものとする。   

2 平成18年度計画においては、疾病（特に生活習慣病）の予防と、寝たきりなどの   

介護を要する状態となること又はその状態の悪化の予防（以下「介護予防」という。）  

を通じ、「健康日本21計画」の目標でもある健康寿命の延伸を図ることを重点的な  

目標とし、ひいては、医療保険制度及び介護保険制度の安定的な運営にも資するもの  

とする。   

3 生活習慣病のうち、重点的に対策を講じることが必要な疾患（以下「重点対象疾患」  

という。）として、がん、脳卒中、心臓病、糖尿病、高血圧及び高脂血症が挙げられ  

る。これらの重点対象疾患を予防する観点から、壮年期以降における食生活、運動、   

喫煙等の生活習慣の改善への取組を重視するものとする。また、歯周疾患、骨粗寿症   

及びウイルス性肝炎についても取組を推進する。   

4 これと併せて、寝たきりなどの原因となる生活機能の低下、生活環境上の問題等の   

改善を図るための保健サービスを実施し、介護を必要としない者が要介護状態となる  

ことを予防するための取組を推進する。   

5 65歳以上の者については、介護保険法に基づく介護保険サービスや介護予防事業   

（以下「介護予防事業等」という。）により、介護予防に資する事業が実施されるこ  

とから、健康教育、健康相談、機能訓練、訪問指導及び健康度評価のうち介護を要す  

る状態等の予防に関する健康度評価については、40歳から64歳までの者を対象と   

する。また、基本健康診査においては、65歳以上の者を対象に生活機能評価を実施  

し、介護予防事業等との連携により、生活機能低下の早期把握及び早期対応の取組を  

推進する。   

6 これらの保健サービスの提供に当たっては、住民一人ひとりの需要の多様性と、自   

主的なサービスの選択を重視する観点から、地域の実情に即したアセスメント手法   

（質問票等）を活用して、個々の対象者の需要に適合したサービスを体系的・総合的  

に提供するよう努める。  
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7 以上の基本的考え方を踏まえ、以下に記述する冬事項については、地区医師会等関  

係団体との調整を十分に行われたい。  

第二 個々の保健事業についての考え方  

1健康手帳による健康管理の在り方  

利用者本人の健康管理に資する観点から、健康手帳の交付時に、利用者が自らの生   

活習慣行動や生活機能を確認するとともに、市町村が保健サービスを提供するに当た   

っての必要な情報を得ることができるよう、健康度評価のための質問票を交付する。   

2 健康教育の在り方  

健康教育は、市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの者を対象と   

して実施するものとし、その事業区分は、個別健康教育及び集団健康教育とする。   

（1） 個別健康教育   

① 個別健康教育は、対象者が指導者から1対1で受ける健康教育であり、高血圧、  

高脂血症、糖尿病及び喫煙の4領域について実施する。このうち、高血圧、高脂血  

症及び糖尿病については、基本健康診査においてそれぞれの事項に関連して要指導  

とされた者等を対象とし、また、喫煙については、禁煙の意思を有しているが自ら  

の努力だけでは禁煙できない者を、基本健康診査の問診その他の適切な方法により  

把握して実施する。   

② 市町村は、上記の4領域それぞれについて、被指導実人数の目標を設定し、その  

目標に応じて実施体制を整備する。高血圧、高脂血症及び糖尿病について、基本健  

康診査の要指導者の見込み数に参加が見込まれる割合を乗じた数を目安として目標  

を設定する。喫煙については、禁煙の意思を有しているが自らの努力だけでは禁煙  

できない者の推計数を目安として目標を設定する。   

③ なお、健康診査の事業の中で取り組まれている健康度評価のうち、個別健康教育  

とみなされるものについては、個別健康教育として取り扱う。   

（2） 集団健康教育   

① 各市町村において、平成17年度の集団健康教育の事業量に一定の上乗せをし、  

実施回数の目標を設定する。実施延人数についても適宜把握する。   

② また、内容の重点化を図るなど、事業内容の充実に努めるとともに、適切な事業  

量の維持向上を図られたい。  
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3 健康相談の在り方   

健康相談は、市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの者を対象と   

して実施するものとし、その事業区分は、重点健康相談及び総合健康相談とする。   

健康相談の被指導者に対しては、必要に応じて、事後のサービスを体系的に提供し   

ていくための健康度評価を実施する。  

（1） 重点健康相談  

各市町村において、平成17年度に40歳から64歳までの者を対象として実施  

された事業量に一定の上乗せをし、実施回数について目標を設定する。実施延人数   

についても適宜把握する。  

（2） 総合健康相談  

各市町村において、平成17年度に40歳から64歳までの者を対象として実施  

された事業量に一定の上乗せをし、実施回数について目標を設定する。実施延人数  

についても適宜把握する。  

4 健康診査の在り方   

健康診査の事業区分は、基本健康診査（訪問基本健康診査及び介護家族訪問基本健   

康診査を含む。）、歯周疾患検診、骨粗髭症検診、肝炎ウイルス検診及び健康度評価と   

する。実施に当たっては、健康増進法に基づく「健康増進事業実施者に対する健康診   

査の実施等に関する指針（平成16年6月14日厚生労働省告示第242号）」に十分  

配慮すること。  

（1） 基本健康診査   

① 基本健康診査は、市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者を対象として  

実施するものとする。   

② 基本健康診査の検査項目は、40歳から64歳までの者については平成17年度  

と同様とし、65歳以上の者については生活機能評価に関する検査項目を追加する  

こととする。   

③ 各市町村においては、要指導者のうち適切な事後指導（個別健康教育等）を受け  

た者の割合、要医療者のうち医師の診療を受けた者の割合、生活機能の低下が指摘  

された者のうち介護予防ケアマネジメントを受けた者の割合、受診者に結果を通知   

するまでの期間など、独自の指標に基づいた目標を定めることとする。また、対象   

者の把握、問診、事後のサービス提供における連携や精度管理等の質の向上に努め  
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ることとする。  

④ 市町村において健康診査の結果の記録を時系列的に把握できるようにしておくこ   

とは、受診者本人が健康診査の結果を適切に把握することはもとより、受診者を支   

援する上でのサービス内容の充実を図るための有効な手段となることからも、これ   

を積極的に推進するよう努められたい。  

⑤ 受診率を算定する上での対象人口の把握方法については、各市町村の実情が異な   

ることを勘案し、それぞれの実態にふさわしい方法によることとする。  

⑥ 基本健康診査の実施形態として、集団健診によるもの及び医療機関委託によるも   

のに加えて、訪問基本健康診査及び介護家族訪問基本健康診査についても、地域の   

実情に応じた推進を図る。その実施に当たっては、在宅の寝たきり者等及びその家   

族の実態並びにこれらの者の在宅における健康診査の受診希望を把握することが重   

要である。なお、65歳以上の者については、生活機能の低下を早期に把握し、速   

やかに介護予防事業等につなげる必要があることから、年間を通じて受診できる体   

制を整備するものとする。  

⑦ 基本健康診査の事業量に関する全国共通の指標として、引き続き受診率を用いる   

こととし、全国的には受診率50％を目標とする。なお、65歳以上については、   

別途、介護保険の第一号被保険者数を分母に用いて受診率を算出することとし、各   

市町村の実情に応じて目標を設定する。  

（2） 歯周疾患検診  

① 歯周疾患検診については、市町村の区域内に居住地を有する40歳、50歳、6   

0歳及び70歳の者を対象とする節目検診として、独立した検診として実施する。   

なお、市町村の判断により、基本健康診査等と併せて実施することを妨げるもので   

はない。  

② 具体的な実施方法については、歯周疾患検診マニュアル（平成12年4月作成）   

によるものとする。なお、70歳の者については、介護予防事業等との連携にも、   

十分に配慮するものとする。  

③ 各市町村において、平成17年度の事業量を基本として、受診者数について目標   

を設定する。  

（3） 骨粗寿症検診  

① 骨粗寿症検診については、市町村の区域内に居住地を有する40歳、45歳、5  
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0歳、55歳、60歳、65歳及び70歳の女性を対象とする節目検診として、独   

立した検診として実施する。なお、市町村の判断により、基本健康診査等と併せて   

実施することを妨げるものではない。  

② 具体的な実施方法については、骨粗髭症予防マニュアル（平成12年4月作成）   

によるものとする。なお、65歳及び70歳の女性については、介護予防事業等と   

の連携にも、十分に配慮するものとする。  

③ 各市町村において、平成17年度の事業量を基本として、受診者数について目標   

を設定する。  

（4） 肝炎ウイルス検診  

① 肝炎ウイルス検診については、市町村の区域内に居住地を有する40歳、45歳、   

50歳、55歳、60歳、65歳及び70歳の者を対象とする節目検診又は節目検   

診対象者以外の保健事業の健康診査の対象者のうち、過去に肝機能異常を指摘され   

たことのある者等を対象とする節目外検診として、可能な限り、基本健康診査等と   

併せて実施するものとする。  

② 具体的な実施方法については、「肝炎ウイルス検診等について（平成14年4月1   

日老発0401001号厚生労働省老健局長通知）」によるものとする。  

③ 肝炎ウイルス検診は平成14年度に5カ年の予定で開始されたものであり、平成   

18年度は、その最終年度に当たることから、何らかの理由により節目検診の受診   

の機会を逸した者については、積極的に受診を勧奨するものとする。  

④ 各市町村において、平成17年度の事業量に一定の上乗せをし、受診者数につい   

て目標を設定する。  

（5） 健康度評価  

① 健康度評価については、市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者を対象   

として実施するものとする。ただし、介護を要する状態等の予防に関する健康度評   

価については、40歳から64歳までの者を対象として実施する。  

② 基本健康診査受診者に対して、事後のサービスを体系的に提供していく観点から   

健康度評価を実施することが重要である。  

③ 各市町村において、健康診査受診後に健康度評価を受けた者や、健康度評価の結   

果に即して適切な事後のサ⊥ビス提供を受けた者の全受診者に占める割合など、独   

自の指標に基づいた目標を定めるよう努めるものとする。  
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（6） がん検診  

（∋ がん検診（胃がん検診、子宮がん検診、肺がん検診、乳がん検診及び大腸がん検   

診）は、一般財源化に伴い、平成10年度以降、国として目標数値を定めてはいな   

いが、その効果及び重要性は広く認められているところであり、「がん予防重点健康   

教育及びがん検診実施のための指針（平成10年3月31日老健第64号厚生省老   

人保健福祉局老人保健課長通知）」（以下「がん検診指針」という。）に基づき、引き   

続き事業の推進に努められるよう管内市町村に対し周知徹底を図られたい。なお、   

がん検診指針は、平成16年4月及び平成17年4月に一部改正されていることに   

留意されたい。  

② がん検診の事業評価に関しては、「健康診査管理指導等事業実施のための指針の策   

定について（平成10年3月31日老健第65号厚生省老人保健福祉局老人保健課   

長通知）」、がん検診指針、「健康増進事業実施者に対する健康診査の実施等に関する   

指針（平成16年6月14日厚生労働省告示第242号）」が示されており、さらに、   

平成17年2月には「がん検診に関する検討会」により「老人保健事業に基づく乳   

がん検診及び子宮がん検診における事業評価の手法について」が取りまとめられた   

ところであり、これらの指針等に基づき、質の高いがん検診を実施するための体制   

の確保に努められたい。  

③ 乳がん検診については、平成17年度に引き続き平成18年度においても、マン   

モグラフィ緊急整備事業によりマンモグラフィの全国的な整備を実施することとし   

ており、各市町村等に対し積極的な取組を求められたい。  

5 機能訓練の在り方   

① 機能訓練の事業区分はA型及びB型とする。  

② 機能訓練B型については、従来、介護予防・地域支え合い事業の中で一体的に実   

施されてきたところであるが、機能訓練B型に該当する事業メニューの多くが一般   

財源化され、平成18年度には事業自体が廃止されることから、平成18年度以降   

については、地域支援事業や一般財源により実施するものとする。   

③ 機能訓練A型の対象者は、市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳ま   

での者とする。   

④ 要介護状態又は要支援状態の者（以下「要介護者等」という。）に対するサービ   

スの提供については、原則として、介護保険給付として実施されることになること  

6  
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から、これらの者については機能訓練A型の対象としない。なお、介護予防対策の   

一層の推進を図る観点から、地域リハビリテーション支援体制整備推進事業との緊   

密な連携の下に実施することが重要である。   

⑤ 各市町村において、平成17年度に40歳から64歳までの者を対象として実施  

された事業量に一定の上乗せをし、事業の被指導実人数及び延人数の目標を設定す  

る。   

⑥ 実施回数は週2回で、毎週実施することを基本とし、一人の対象者の事業への参   

加期間はおおむね6ケ月とする。  

6 訪問指導の在り方  

（∋ 訪問指導は、重点対象疾患の予防、介護予防及び保健サービスと医療・福祉等他   

のサービスとの調整を図ることを事業の目的とする。介護保険の給付対象者に対し、   

介護保険以外のサービスに関する調整を図るために必要な訪問指導は、本事業にお   

いて行うものとするが、介護保険給付と内容的に重複するサービスについては行わ  

ないことを原則とする。   

② 訪問指導の対象は、市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの者  

とし、健康診査の要指導者等（健康診査後のフォローアップ対象者、健康相談や個   

別健康教育を受けた者を含む。）及び介護予防の観点から支援が必要な者（独居高齢   

者、閉じこもり者、寝たきり又は認知症等で介護保険以外のサービスに係る調整が   

必要な者等）とする。   

③ 各市町村において、平成17年度に40歳から64歳までの者を対象として実施  

された事業量に一定の上乗せをし、被訪問指導実人数及び延人数の目標を設定する。   

④ 訪問指導の実施に当たっては、地域住民活動（ボランティア、自主グループ等）  

との連携を特に重視し、この連携の下で訪問指導対象者を支援していくよう努める  

ものとする。   

7 その他   

保健事業の対象者把握に当たっては、医療保険の各保険者及び事業所との連携を重   

視し、地域の実情に応じ、地域・職域連携推進協議会、保険者協議会等を活用するも   

のとする。  

第三 介護予防のための取組と保健事業   



介護予防を効果的に推進するためには、保健・医療・福祉の各分野にわたる総合的  

な取組が不可欠である。このため、保健事業の推進に当たっては、個々の対象者の需  

要の把握から事業実施計画の作成に至るまで、あらゆる介護予防のための取組との一  

体的な実施に努めることが重要である。特に、平成18年度からは、基本健康診査の  

中で生活機能評価を行うことになっていることから、介護予防事業等と密接に連携を  

図る必要がある。   



1－3   地域リハビリテーション推進事業について  

1 本事業の経緯   

本事業については、平成8年度に国が行う補助事業として創設され、   

これまで40以上の都道府県で実施されてきた。また、260箇所以   

上の地域リハビリテーション広域支援センターが指定され、地域にお   

いて、脳卒中等の疾患によりリハビリテーションが必要となった者に   

対し、状態に応じた適切なサービスを提供することにより、寝たきり   

や要介護状態等となることの予防に一定の役割を果たしてきた。  

2 三位一体改革における措置   

本事業は、創設後約10年が経過し、都道府県が行う事業として概   

ね、同化・定着しており、また、地方六団体からの強い要望もあった   

ことを踏まえ、自治体の自主性・裁量性が更に発揮できるよう、政府   

の方針により補助事業が廃止されることとなる。   

なお、これまでの経緯等を踏まえ、国として、技術的助言として指針  

等をお示しすることを考えている。  

■●－－■■●■■－●－■■■－一－■■一－－－－－一－－－－－－－－－－一一－■■■■●－－■－－－－－－－－■－－－－一一一－－－－－■■－一－■■■■■■→－－－－－－●■■－■■■■－■■l■－■■l■■■■●■■■－－－－－■■－●■●－－■  

（参考）  

【  

；1補助金名等  （項）保健衛生諸費  

（目）疾病予防対策事業責等補助金   l  】  

地域リハビリテーション推進事業；  

l  

2 平成17年度予算額   約261百万円  

l 
l  

■（注）本事業は、平成18年度から、地域支援事業の実施に当たって、都道府！  

県が市町村を支援する新たな事業として一体的に実施することを考えてい  

I  たが、今回の補助事業の廃止に伴い、新たな事業の中では実施されないこ！  
l 

ととなる予定である。  
1  
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